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通所介護記録に記載のないサービスの提供と介護報酬の返還請求

　佐賀地裁平成27年10月23日判決

　（平成26年（行ウ）２号処分取消請求事件）

　判例時報2298号39頁

Ⅰ　事案の概要

　X（原告）は、介護保険法（以下、「法」という）にもとづく指定を受けた通所

介護および介護予防通所介護事業を行う事業者であった。Y（被告）は、佐賀

県鳥栖地域で介護保険事業を行う一部事務組合である。X は通所介護事業・介

護予防通所介護事業のほか、同じ施設で有料老人ホームを営んでいた。

　平成25年３月、Y および佐賀県（以下、「県」という）は、虐待の疑いや居宅

介護サービス費の不正請求の疑いで X の事業所に対する監査を行った。その

結果、有料老人ホームの入所者が介護サービスを利用するにあたって、有料老

人ホームの記録と通所介護事業所の記録（通所介護記録）に食い違いがあるこ

とが判明した。３月18日に県が X に聴聞手続きの開始を通知したところ、X

は法人の解散と事業所の廃止を申し出て、同月末に廃止届を出した。

　５月20日、Y および県は不正請求による介護報酬の返還金と加算金を X に

請求することを決定し、６月14日に Y は X に対して法22条３項にもとづいて

介護保険給付費返還金28万1,277円および加算金11万2,510円の合計39万3,787円

の支払いを求める返還命令処分（以下、「本件処分」という）を行い、通知書を

交付した。また、同月18日付で、Y は合計39万9,042円に増額訂正を行った。

これに対して、X が審査請求を行ったところ、佐賀県介護保険審査会は、本件
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処分について36万8,613円を超える部分を取り消した（審査請求において Y は

合計36万6,903円に請求を減縮している）。X は本件処分の取消しを求めて出訴

した。なお、本件では本件処分の理由付記等も問題とされたが省略する。

Ⅱ　判旨　請求一部認容（控訴棄却）

　36万8,613円を超える部分を却下し、17万5,278円を超える部分を取り消す。

（１）徴収金債権の要件

「居宅介護サービス費は所定の要件と基準を満たす場合に市町村から事業者に

対して支払われるものであり（法41条）、これを欠いた支払が事業所に対して

された場合には、市町村は事業所に不当利得の返還を求め得ると解される。そ

して、法22条３項は、事業所が上記支払を受けるに当たり『偽りその他不正の

行為』をした場合における居宅介護サービス費の不当利得返還義務についての

特則を設けたものと解される。そうすると、事業所が同項に基づき居宅介護サー

ビス費の返還義務を負うものと認められるためには、その前提として、事業所

が居宅介護サービス費の支払を受けたことに法律上の原因がないといえる場合

であることを要するというべきである（最一小平成23年７月14日判決。以下、

「平成23年最判」という）。

　これに反する被告の主張は採用することができない。」

（２）通所介護記録に実態と異なる記載がある場合

「X 代表者は、X 従業員に対し、有料老人ホーム記録には実態の通り記載し、

通所介護記録には実態と異なる記載をするよう指示していたことが認められ…

両記録は、本件事業所内の同一の場所に置かれ、原則として当日中に X 従業

員が書いていたと認められることに照らすと、これら両記録の多数の不一致が

X 従業員の記載ミスによるものとは考え難いから…原則として有料老人ホー

ム記録が信用でき、それに反する通所介護記録の記載は信用することができな

い」

（３）通所介護記録に記載がないが、有料老人ホーム記録に記載がある場合

「法41条９項は、指定居宅介護サービス事業者から居宅介護サービス費の請求

があったときは、４項各号の厚生労働大臣が定める基準及び法74条２項に規定

する居宅介護サービスの事業の設備及び運営に関する基準に照らして審査した

上、支払う旨規定している。そして、指定居宅介護サービス事業者は、指定通

所介護を提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を記録するとと
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もに、利用者からの申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法によ

り、その情報を利用者に対して提供しなければならない旨規定されている。こ

れは、同事業者に提供した具体的なサービスの内容等を記録させることにより、

居宅介護サービス費の請求が適法にされたことに関する証拠資料を確保し、併

せて利用者への情報提供の便宜を図る趣旨であると考えられる。そうすると、

証拠資料となりうるのは通所介護記録（サービス提供記録簿）に記載されてい

ないとしても、それ以外の資料（本件では、有料老人ホーム記録）によっても

当該通所介護サービスが提供されなかったと認めることができない限り、前記

…のとおり不正請求による介護報酬の返還命令処分が不当利得の返還請求権の

性質を有することに鑑みて、指定居宅サービス事業者が居宅介護サービス費の

支払を受けたことにつき法律上の原因がないとはいえず、市町村は居宅介護

サービス費返還を請求することはできないと解するのが相当である。」

「これを本件についてみるに…一部については、Y の主張と異なり、本件居宅

介護サービス費請求に沿った通所介護サービス又は入浴介助が提供されなかっ

たと認めることはできない（以下、当該部分を「本件サービス提供部分」という。）

から、本件サービス提供部分については、X が本件居宅介護サービス費請求に

より居宅介護サービス費の支払を受けたことには法律上の原因がないとはいえ

ないのに対し、本件サービス提供部分以外の部分については、請求に沿った通

所介護サービス又は入浴介助が提供されなかったと認められるから、X が居宅

介護サービス費の支払を受けたことには法律上の原因がなく、X は Y に対し

不当利得返還義務を負うというべきである。」

「介護職員処遇改善加算分を含め X の不当利得となる居宅介護サービス費を

計算すると…12万5,199円になる。」

（４）偽りその他不正の行為（不正請求）

「X 代表者は、X 従業員らに対し、通所介護記録には実態と異なる記載をする

よう指示していたことが認められる。また…X 代表者は、本件事業所の管理者

であるところ、利用者が通所介護サービス利用中に居室に戻ることがあったこ

と等通所介護サービスの予定に変更があったことについて X 従業員から度々

報告を受けていたと認められる。さらに、両記録間の不一致が本件居宅介護サー

ビス費請求以前から存在していたことをも併せ考えると、X 代表者は、通所介

護サービス又は入浴介助を提供したとする日に当該サービスが提供されていな

いことが多数存在するとの現状を認識していただけではなく、X 従業員に対し
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記録の改ざんを指示して、本件居宅介護サービス費を請求していたことが認め

られる。

　そうすると、X は、本件サービス提供部分以外の部分について、不正請求に

よって居宅介護サービス費を請求し、法律上の原因を欠く居宅介護サービス費

の支払を受けていたものといえる。」

（５）小括

「…本件処分について、法22条３項の要件を満たすのは、本件居宅介護サービ

ス費請求について X が不当利得となる12万5,199円と同額の４割を乗じて得た

５万0079円の合計17万5,278円を限度とするから、本件処分は同額の範囲で適

法であるが、同額を超える部分…については違法であり、取り消されるべきで

ある。」

Ⅲ　検討

１．はじめに

　本件は、不適切な介護サービスの提供に対する県および（介護保険の保険者

である）一部事務組合による対応が問題となり、介護報酬の返還および加算金

の支払いを求めた行政処分の是非について争われた裁判例である1。本判決には

大きく２つの点で検討の必要がある。

　第一に、本件は、介護報酬の返還について定める法22条３項の解釈・適用が

問題となり、市町村2が持つ報酬返還請求権の成立の有無について判示した裁

判例である。法22条３項の解釈をめぐっては本判決も引用する平成23年最判3

が先例となるが、その後に公刊された裁判例がなかったため、本判決は一定の

意義を持つ。しかし、事業者の指定取消処分があった平成23年最判と比べて、

1 本判決の評釈として、中野妙子「通所介護記録に記載のないサービスに係る
介護給付費返還命令」ジュリスト1509号（2017年）119頁。
2 特別区や一部事務組合も保険者であるが、特に断りのない限り「市町村」に含
めて考察する。
3 評釈として、清水泰幸「介護保険法22条３項による介護報酬の返還請求」社会
保障判例百選〔第５版〕（2016年）226頁、倉田賀世「判例研究」熊本法学129号（2013
年）13頁、西上治「行政判例研究」自治研究89巻２号（2013年）142頁、岩村正彦

「判例研究」季刊社会保障研究48巻１号（2012年）97頁、川久保寛「社会保障判
例研究」北大法学論集63巻４号（2012年）221頁ほか。
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本件では指定取消処分がなく事業者自ら廃止を届け出ており、事案が異なる。

したがって、本判決の意義を明らかにするためには、平成23年最判の射程を検

討する必要があると思われる。

　第二に、本件は、法令上不適切な介護サービスの提供と介護報酬の受領が問

題となった裁判例である。介護保険法が施行されて15年が経つが、介護事故や

保険料の算定を除けば裁判になることが少なく4、不適切な介護サービスの提供

があった場合に保険者ないし行政がどういった対応を取ることができるのか、

実務にばらつきがあり5、法的に明確になっているわけではない。その意味で、

本件は介護保険に関する事例として重要である。

　以下では、まず介護保険法における都道府県および市町村の権限を確認した

うえで、平成23年最判を検討する。そして、介護報酬の返還請求の法律構成に

ついて裁判例を中心に検討を行い、本判決の位置づけを明らかにしたい。

　なお、本件は、本件処分を記した通知書における理由付記の態様や、不服審

査と取消請求との関係などが問題となっているが、本稿では社会保障法に関す

る部分に絞って検討する。

２．介護保険法における都道府県知事等の権限 

（１）都道府県知事による事業者の指定

　介護保険制度において、都道府県知事は事業所の指定権限および取消権限を

持つ（居宅サービス事業者について70条・77条）6。指定を受けていない事業所は

介護保険の保険給付であるサービス給付費を代理受領することができないため

（41条６項）、介護サービスを行う事業者にとって都道府県知事による指定は極

めて重要である。

4 加藤智章ほか編『新版社会保障・社会福祉判例大系４　社会福祉・生活保護』（旬
報社、2009年）166頁〔菊池馨実・長沼建一郎〕。
5 介護保険法に基づく介護サービス事業者に対する行政処分等の実態及び処分
基準例の案に関する調査研究委員会（平成28年度老健事業。以下、「調査研究委
員会」という）報告書（2017年）参照。http://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/
column/opinion/pdf/170331_gyouseisyobun.pdf（2018年５月17日アクセス）
6 地域密着型サービス事業者について、市町村長が指定権限および取消権限を
持つ（42条の２）。ただし、届出等、都道府県知事による一定の関与がある（78
条の２）。
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　本件では、X の事業所が通所介護事業および介護予防通所介護事業の指定を

受けていたものの、監査で通所介護記録と有料老人ホームの記録に食い違いが

あることが問題となり、X の代表者が実態と異なる記載をするよう指示をして

いたこと、それによって介護報酬を余分に受け取っていたことなどが法22条に

いう不正請求と認定された。通常は不正請求と指定取消権限の行使の関係が問

題となりうるところ、本件では X が事業の廃止を行ったために都道府県知事

による指定取消権限を行使する機会がなく、直接に問題とはなっていない7。

　そして、事業所の指定を受けるためには厚生労働大臣が定める人員基準を充

たす必要があるため、事業所の指定は、サービス提供開始の時点で介護サービ

スの質を保障する機能を持つ。そして、サービス提供開始後には、指導および

監査が介護サービスの質を保つことに期待される。本件でも監査によって不正

請求が発覚している。

（２）事業所への指導および監査

　事業所への指導および監査8は、都道府県が行うものと市町村が行うものに

分かれる。

　都道府県が行う指導および監査は、事業所だけではなく市町村も対象として

いる（５条２項）。すなわち、介護保険法令の改正などによって制度および取

扱いが変更される場合、都道府県は、それらに従ったサービス提供を確保する

ために、サービスを提供する事業所を指導したり、介護報酬に関わる権限を持

ち一部事業者への指定権限等も持つ市町村を指導したりする。これらは、都道

府県知事が指定権限を持つことと、都道府県が行政組織として市町村に連絡調

整を行うこと（地方自治法２条５項）に関係している。

　むろん、都道府県知事が事業所へ行う指導および監査がより重要である。都

道府県知事は、介護サービスを給付する事業所に対して指導および監査を行う

7 処分逃れが疑われる事案ではある。中野・前掲注（１）122頁参照。
8 法文上は「文書の提出等（職員による質問や照会など）」（23条）、「帳簿書類の
提示等（記録の提示、質問など）」（24条）、「報告等（報告、立入、検査など）」（90
条）とされているが、実務上、強制性の有無によって「指導」と「監査」と呼び
分けられることが多いようである（実務に関して、横須賀市役所福祉部介護保
険課・指導監査課に聴取を行った）。



判 例 研 究

［335］ 北法69（2・156）362

権限を持つ（24条・90条）。実務上、年に１回程度指導を行い、問題点を指摘

し改善報告をさせることにより、事業所が法令に沿った介護サービスを提供す

るように努める9。そのうえで、事業所職員の対応や書類の確認によって、その

後に続くより強制力を持った対応を行うことになる。たとえば、勧告やその後

に続く命令であり（76条の２）、指定の全部効力または一部の停止、そして指

定の取消しである（77条）10。

　一方、市町村長も事業所に対して指導および監査を行う権限がある（23条・

90条）。法文上、この権限は保険給付に関する限りで広範囲に及び、市町村が

持つ地域密着型サービスの指定権限に由来するものではない。すなわち、保険

者である市町村長が持つ事業所に対する監督権限は、介護給付費の給付主体で

あることに由来するものである。

　このため、事業者の大半は、指定権限を背景にした都道府県知事による指導

および監査と、保険者である市町村長による指導および監査に重畳的に服する

ことになる。両者の指導および監査の法的関係について明確な規定はないもの

の、実務上、取消権限を背景にもつ都道府県知事による指導および監査と、保

険給付の適正化を目的とする市町村長による指導および指導は連携して行われ

ることがある11。

　本件では、X の事業所に対する監査を佐賀県と一部事務組合である Y が共

同して行っている。監査の端緒は虐待と不正請求の疑いとされており、県によ

る聴聞が行われたことから、監査の結果、県が命令や勧告、指定の効力停止な

どの不利益処分を念頭に置いていたことは明らかである。その場合、行政手続

法に定める所定の措置、すなわち聴聞の機会を与えなければならない（13条１

項）。しかしながら、その通知に対して X が事業廃止の届け出をしたため、本

件では指定取消にかかる一連の対応がなされることはなかった。その代りに問

題となったのが市町村による介護報酬の返還請求である。

9 指導によって事業者を育てるという視点もあるとのことである（横須賀市役
所からの聴取による）。
10 人員基準違反に限られるものの、人員基準通達に規定がある。すなわち、基
準に違反することが明らかになった場合には、まず勧告を行い、次に命令をし、
そのうえで指定の取消しをすることが原則とされている。
11 事業所に関する情報をやり取りしたり、指導・監査を共に実施したりする模
様である（横須賀市役所からの聴取による）。
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３．介護報酬の返還請求と平成23年最判の意義

（１）市町村による介護報酬の返還請求

　市町村が事業所に対して介護報酬の返還を求める場合、２つの場合が想定さ

れる。

　１つは、事業所からの介護報酬の請求に対して審査を行った結果に由来する。

法律上、審査支払いは委託することができ（41条10項）、国民健康保険連合会（以

下「連合会」という）によって行われることがほぼすべてを占める12。通常、市

町村は連合会の審査結果に従って事業所に介護報酬を支払うことになる。その

場合、介護報酬の返還「請求」を行うことはない。

　しかしながら、委託していてもなお、市町村は保険者として介護報酬支払い

について権限を持つため、理論上、連合会の審査結果を受けて支払いを行って

も事後的に独自に審査を行い、介護報酬の返還を求めることが許されるように

思われる13 14。その場合、次に述べる法22条３項と類似しているものの、「偽り

その他不正の行為」があったとまでは言えない場合も多いと考えられるため、

結局は法41条９項を理由にして、返還を「請求」することになろう15 16。むろん、

本件とは事案が異なる。

　もう１つは、直接、事業所へ報酬の返還を請求する場合である。これは審査

支払とは直接関係せず、「偽りその他不正の行為によって保険給付を受けた」

事業所に保険者である市町村が行うものである（22条３項）。典型的には、指

定取消しや効力の停止などを受けた事業所が提供した介護サービスにかかる介

12 碓井光明『社会保障財政法精義』（信山社、2009年）330頁。
13 医療保険、とりわけ国保のレセプト点検と類似する行為である。加藤智章ほ
か『社会保障法　第６版』（有斐閣、2015年）171頁〔倉田聡・加藤智章〕参照。
14 医療保険では、市町村から都道府県へ国保の運営が移管されることにあわせ
て、市町村だけではなく都道府県にもレセプト点検を行えるようにすべきとの
意見がある（社会保障審議会医療保険部会資料（2015年２月20日）参照）。
15 不正の行為ではない場合、実務上、民法の不当利得に拠って返還請求すると
される。岩村・前掲注（３）99頁参照。
16 医療保険では、市町村長が点検結果を審査支払機関に通知し、審査支払機関
による再審査という形を採って事後の支払いと相殺させているようである。こ
の方法の是非はひとまず措くとして、介護保険においても同様の形になると思
われる。
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護報酬について、市町村が直接返還を求める場合である。

（２）平成23年最判

　そして、平成23年最判はこの先例にあたる。この事案では、大阪府知事によ

る指定取消しを受けた事業所について、堺市が法22条３項にもとづいて介護報

酬の返還請求を行ったところ、①介護報酬相当分だけではなく加算金の請求も

行うべき、②取消しを受けなかった事業所についても介護報酬の返還請求を行

うべき、として住民訴訟が提起された。第１審（大阪地判平成20年１月30日）

では①が棄却されたものの、②について認容された。一方、原審（大阪高判平

成21年７月23日）17は、第１審とほぼ同様の判示をしたうえで、法22条３項に

ついて「法が求める具体的な介護サービスが行われたか否かによって上記返還

の可否を分けてはいないから、被告の〔管理者が不在であってもそれによって

直ちにサービス提供が無効になったり介護報酬が不当な利得になったりしない

との（筆者注。以下、同じ）〕上記主張は採用できない。（法22条３項は、その

文言に照らし、偽りその他不正の行為によって市町村が介護報酬を支払ったこ

と自体を損害又は損失とみなしていると解される。）」と判示した。

　一方、最高裁は、大阪府知事による指定取消しを受けていない事業所につい

て、堺市は介護報酬の返還請求を行いえないとした。

　そこでは、「所定の要件と基準を満た」さない報酬の支払いについて、「市町

村は事業者に不当利得の返還を求め得ると解される。」としたうえで、「法22条

３項は、事業者が上記支払を受けるに当たり偽りその他不正の行為をした場合

における介護報酬の不当利得返還義務についての特則を設けたものと解され

る。そうすると、事業者が同項に基づき介護報酬の返還義務を負うものと認め

られるためには、その前提として、事業者が介護報酬の支払を受けたことに法

律上の原因がないといえる場合であることを要するというべきである。」と判

示された（ゴシック・下線は筆者による）。

　また、宮川光治裁判官による補足意見が付され、そこでは「大阪府知事が…

不正な手段により指定を受けたという事由で指定取消処分をしていないにもか

かわらず、参加人〔事業者〕が支払を受けた介護報酬について裁判所が上記事

由の一事をもって返還義務を肯定することは、実質上、指定取消処分と同じ効

17 評釈として、小西啓文「判例研究」季刊社会保障研究45巻４号（2010年）70頁。
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果を生じさせることとなり、大阪府知事の裁量権を否定するに等しく、相当で

ないと思われる。」とされた。

（３）平成23年最判の評価と批判

　この平成23年最判は、介護保険法における重要判例と理解されている。

　まず、介護報酬の返還請求について、「不正の行為」によらない場合、不当

利得を理由として市町村が事業者に対して返還請求できるとした部分は、それ

までの実務を追認するものである。また、法22条３項が民法の不当利得の「特則」

であるとした部分は、健康保険法（58条３項）等、類似した規定を持つ法律と

の関係で重要であり、さらにその適用にあたって事業者に法律上の原因がない

ことが前提となっていると明示した18。なお、加算金の請求をしていない場合、

「特則」の機能として、①根拠条文が法22条３項であると明らかになること、

②加算金も請求するとすれば、不正が重大であることが必要となること、が挙

げられる19。

　一方で、平成23年最判には批判も多い。

　もっとも重要なものは、法22条３項の解釈に関連して、指定およびその取消

しを行う処分の解釈に疑問があるという批判である。岩村は、堺市民が堺市の

判断の是非を問うという住民訴訟の目的に照らせば20、①大阪府知事による事

業所の取消しの是非について争えないこと21、②もし事業所による不法行為に

ついて堺市が損害賠償を請求すべきと主張すれば、結論が変わる可能性がある

ことから、本判決における指定取消処分の公定力の解釈に疑問があるとする22

（岩村は結論も疑問視する）。

　また、西上は、都道府県知事による指定処分の効果について分析し、指定取

消処分にあたって、都道府県知事は事業者としての地位を継続させるかどうか

（「一般的・抽象的に介護報酬を受領しうる地位」）の判断にとどまり、市町村

18 岩村・前掲注（３）100頁。
19 清水・前掲注（３）227頁。
20 西上は、そもそも４号訴訟（地方自治法242条の２）には権限外のことが含ま
れていないため、批判は当たらないとする。西上・前掲注（３）153頁参照。
21 住民訴訟の対象は財務会計上の行為に限られる。宇賀克也『行政法概説Ⅱ　
第５版』（有斐閣、2015年）392頁参照。
22 岩村・前掲注（３）101頁。
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が実際に介護報酬を受領できるかどうか判断すべきとする23。この場合、都道

府県知事による指定取消処分とは切り離して市町村は報酬返還請求を行うこと

ができる（西上は事業所の態様から堺市に報酬返還請求義務を認めず、結論に

は賛成する）。

　これらはいずれも保険者としての市町村の権能に着目するものであり、結局

のところ、平成23年最判における法22条３項の解釈が問題であるという点で一

致している。

（４）小括（本件との関係）

　本件では、X による廃止届の提出があったため、佐賀県知事による指定取消

しは行われていない。したがって、平成23年最判とは事案が異なる。とはいえ、

平成23年最判は法22条３項の解釈について判示したものであり、平成23年最判

には批判が多いものの24、審査に関係しない介護報酬の返還請求を行った本件

に射程が及ぶことは明らかである。そのうえで、平成23年最判と異なる事実と

して、本件では①記録の食い違いと、② X 代表者による記録改ざんの指示が

挙げられる。

　本判決では、①について「原則として有料老人ホームの記録が信用でき」る

としたうえで、通所介護記録になくても有料老人ホーム記録に拠れば介護サー

ビスの提供が認められるため、その分の介護報酬の請求に「法律上の原因がな

いとはいえ」ない、とした。したがって、Y による介護報酬の返還請求は要件

を充たさず、本件決定の一部が取り消された。なお、ここでは、平成23年最判

で「前提」とされた民法上の不当利得として検討されている。そして、②を「偽

りその他不正の行為」と認定し、残った部分の介護報酬の返還請求と加算金の

徴収が認められた。

　すなわち、本判決は、通所介護記録にも有料老人ホームの記録にも記載がな

い場合に介護報酬の受領に「法律上の原因がない」と認め、その請求の態様が

不正（「特則」）に当たるという２段階の認定を経て、法22条３項の適用を認め

ている。言い換えると、通所介護記録に記載がないままの介護報酬の受領それ

自体は不当利得にとどまり、法22条３項の適用にはならない可能性がある。そ

23 西上・前掲注（３）150頁以下。
24 中野・前掲注（１）121頁。
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れでは、どういった場合に請求の態様が不正となるのだろうか。

４．不適切な介護サービスの提供と介護報酬の返還

（１）これまでの裁判例における不適切な介護サービスの提供とその帰結

　これまで、不適切な介護サービスの提供が不正とされ、法22条３項にもとづ

いて介護報酬の返還を行った裁判例は、公刊されている限りでは平成23年最判

を除いて以下の２件にとどまる25。

　最初の事例は、指定の取消しとともに介護報酬の返還請求と加算金の請求が

為された①裁判例（京都地判平成18年９月29日）26である。そこでは、指定時点

にサービス提供責任者とされた者にまったく勤務実態がなかったことが問題と

なり、指定当初に遡って介護報酬の返還請求がされた。裁判所は、「法が、サー

ビス提供責任者が計画性のある訪問介護を実現するために重要な役割を果たす

ことを要求していることに鑑みれば、サービス提供責任者を欠いたままされた

訪問介護サービス事業は、法の要件を欠く」として不当利得の成立を認めたう

えで、「被告会社は、法の要件を欠く居宅サービス事業を行ったにもかかわら

ず、居宅介護サービス費を請求し、原告市から居宅介護サービス費の支払を受

けたのであるから、偽りその他の不正の行為により居宅介護サービス費の支払

いを受けた（法22条３項）というべきである。」として「不正」の成立も認めた。

　もう１つは、夜間人員の不足を理由とした介護報酬の返還請求が為された②

裁判例（さいたま地判平成22年６月30日判決）である。裁判所は介護報酬の返

還を求めた通知の処分性を否定し、行政処分の取消訴訟を却下（不当利得返還

請求については棄却）した27うえで、人員基準に満たない介護報酬の返還請求

を是認している。なお、②裁判例では、人員基準を満たしていないにもかかわ

らず規定通りの介護報酬を請求したことが「不正」に当たるとされ、受領した

介護報酬相当額から人員不足によって減額された介護報酬相当額を引いた金額

の返還請求が妥当とされた（なお、原告事業所は、指定取消し等を受けてはい

なかった）。

　法律上、これらの状況は下記のように裏づけられる。

25 清水・前掲注（３）226頁。
26 評釈として、小島晴洋「判例評釈」社会保障判例百選〔第４版〕（2008年）232頁。
27 平成20年改正前であり、現行法とは合致しない判示と思われる。
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　厚生労働大臣の定める人員基準は指定時に満たさなければならないが、介護

報酬の審査基準として用いられていない（法41条９項）。つまり、人員基準違

反は介護報酬の審査・支払いでは問われず、基本的には都道府県知事による指

定取消し等の権限行使において問題となり28、市町村による介護報酬の返還請

求の場面でも問題となる可能性がある29。したがって、市町村が介護報酬の返

還請求を行う場合、都道府県知事の指導ないし勧告、命令等があってもなくて

も、他の理由にもとづいて「不正」を認定し、法22条３項に基づく権限で返還

請求をすることになる。むろん指定取消しはその理由の最たるものではあるが、

介護保険法上、必要不可欠なものではない。こうしたことから、指定取消しが

ないままの報酬返還請求や加算金の請求も散見されただけではなく、都道府県

によって基準違反の評価や指定取消しの判断に相当な違いが見られた30。

（２）平成23年最判以降の変化と平成23年最判の意義

　法22条３項にかかるこうした理解は、平成23年最判によって少なくとも法的

には変化した。すなわち、都道府県知事の指定取消しなど「法律上の原因がない」

状態を前提に、市町村による「不正請求」の認定を行い、返還請求を行うこと

となった。一方で、平成23年最判の解釈は人員基準について行われたものであ

るが、その判示から人員基準以外の違反行為にも及ぶと思われる。つまり、人

員基準という都道府県知事の権限は指定取消しが必要となるが、それ以外の違

反行為については、市町村長が独自に何らかの事実を「法律上の原因がない」

こととして認定し、さらに「不正請求」と認定する必要があることになる31。

　しかしながら、法令に違反する行為が「法律上の原因がない」理由になるか

どうか、現時点では定まった解釈はない32。その理由として、裁判例が少ない

28 岩村・前掲注（３）100頁参照。
29 ②裁判例は人員基準違反を「不正」としたうえで返還請求を是認しており、
平成23年最判と同じ判断枠組みといえる。一方で、引用の通り①裁判例は判断
枠組みが異なる。
30 古いが、データとして日経ヘルスケア（2004年６月）68頁。川久保・前掲注（３）
230頁参照。
31 法22条３項の発動にはすべからく指定取消しが必要とは読めないうえ、本件
のように人員基準が関係しないものもあるため、このように考えられる。
32 指定取消処分を必要としない点で一致したものの、平成23年最判の評価が分
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ために事後的な検討が難しいこと、指導による是正が多いことなどが挙げられ

よう。

　また、「不正請求」の認定についても、定まった解釈があるとはいえない。

なぜなら、「偽りその他不正の行為」は勤務実態がないものから指導および監

査における対応まで幅広いうえに、事実として明らかなものから印象や評価に

とどまるものまで含むからである33。

　このように考えると、平成23年最判の実務上の意義は、都道府県知事と市町

村長の緊密な連携（たとえば当該事業所に対する処分内容について一致させる

ことや、事業所の存続について一致した結論を出すことなど）が必要とされて

いることにとどまる可能性がある。

（３）抜け道の存在？

　さらに、事業者の「自主返納」による抜け道が存在する。すなわち、市町村

が報酬返還請求権の行使を背景に、事業者から“問題のあった”介護報酬を自

主的に返納させる実務上の取扱いである。この場合、（②裁判例のように）自

主的に返納した後に事業者が争わなければ法22条３項の問題になることはな

く、裁判例を通じた検討から外れてしまう。また、都道府県知事による一部効

力の停止権限（77条）として、実務上、報酬制限が行われている34。これは、違

反行為に対する制裁として、事後的に一定期間報酬の減額支給を行うものであ

り、報酬相当額の返還と同視することができる。

　これらの行為は、事業者の同意や明文上の根拠規定といった法的根拠を一応

持つものの、行政の恣意的な運用を招きかねないものである。その意味では、

介護保険法による行政統制は、平成23年最判を経てもなお不十分なものである。

５．本判決の評価

（１）記録の記載と介護報酬の請求

　本件では、事業所が指定取消しを受ける前に自ら廃止届を出しており、指定

かれていることはその一例である。
33 調査研究委員会・前掲注（５）５頁以下参照。
34 調査研究委員会・前掲注（５）８頁による。
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取消しによる消滅がない35。その意味では、平成23年最判の射程は及ぶものの、

市町村が独自に「法律上の原因がない」ことを認定し、そのうえで「不正請求」

と認めなければならないことになる。本件では人員基準を充たした介護サービ

スの提供がなされていたことから、通所介護記録の不備それ自体がまず問題と

なる。判旨（３）の通り、通所介護記録の不備は介護報酬の審査支払の基準に

当たる指定居宅サービス基準に違反する。一方で、本判決は、有料老人ホーム

記録から介護報酬の請求に「法律上の原因がない」とはいえないとして、Y の

返還請求を取り消した。

　むろん、通所介護事業所が備えるべき通所介護記録と有料老人ホームが備え

るべき記録は法的性質が異なる36。通所介護記録は通所介護サービスの提供を

記録するだけではなく、居宅サービス計画（いわゆるケアプラン）との整合性

も必要とされており、老人福祉法にもとづく有料老人ホームの記録とは記述す

べき内容および目的が異なる。したがって、事後的に市町村が介護報酬の返還

請求を行う場合において、拠るべき記録はあくまで事業所の通所介護記録であ

ることに変わりはない。

　しかしながら、「法律上の原因がない」という不当利得の原則に照らせば、

他の記録をもって通所介護記録に代えることは十分可能ではないだろうか。そ

もそも、法22条３項は市町村による介護報酬の返還請求の場面であって、介護

報酬の請求に必要な記録等を事業者が完璧に備えていなければ返還請求に対抗

できないわけではない。言い換えると、介護報酬の返還請求で問題となる「法

律上の原因」の有無については、法令に従っていない状況での介護サービスの

提供が許容される余地があり、介護記録の不備をもって「法律上の原因がない」

とは言えないと思われる37。

（２）加算金の徴収と不正請求の認定

　一方で、本判決の加算金の徴収については疑問が残る。

35 （裁判例①のように）指定取消しが遡及すると考えることも理論上不可能では
ないが、廃止届の提出に対してそのように評価することは、他に特別な事情が
なければ難しいように思われる。
36 中野・前掲注（１）122頁。
37 むろん介護記録の不備は指導ないし監査の対象となる。
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　そもそも、加算金の徴収について明確な判例はない。平成23年最判には加算

金に関する判示事項がなく、法22条３項にいう「報酬相当分の返還請求」と「加

算金の請求」38が一体的に解釈された。この点について、岩村は、命令・指定

の取消し等があったときには加算金を請求すべきとする39。平成23年以前の裁

判例でも、さらには実務上も加算金請求の要件にはばらつきがみられ、近年で

は問題視されつつある40。また、加算金による返還分は保険財政に組み入れら

れるものの、その分の交付税が減額されてしまうため、市町村長には“うまみ”

がないという41。

　本件では、X 代表者による対応（記録の不一致の放置や改ざんの指示）が認

定され、それが「不正請求」とされている。故意性や職務上の義務違反を考慮

した判断枠組みであろうし、指定取消しを逃れるために廃止届を提出した可能

性もないわけではない42。その意味では「不正請求」を認める余地はあり、加算

金の徴収をもって事業所に懲罰的処分を科したとも理解できよう。

　とはいえ、平成23年最判によってもこれまでの検討によっても、本件の事情

で加算金も請求するべきであるという理由を見出しがたい。少なくとも、介護

報酬分の返還請求に必要な法的評価と、加算金の請求に必要な法的評価を分け

て考える必要があると思われる。本判決は一体として評価を行っており、結論

は是認できるものの、判断枠組みに疑問が残る。

＊�本件評釈について東京社会保障判例検討会（早稲田大学）でも報告を行った。

出席者から様々なご指摘をいただいたことに感謝いたします。どうもありが

とうございました。なお、本研究にあたって JSPS 科研費16K17005の助成を

受けた。

38 平成20年に法改正が行われており、（本件に適用された）現行法では加算金の
「徴収」となっている。

39 岩村・前掲注（３）102頁。
40 調査研究委員会・前掲注（５）参照。
41 横須賀市役所からの聴取による。
42 中野・前掲注（１）122頁。
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